
中小企業定年引き上げ等奨励金１０万円～
１６０万円の支給を受けるには

助成金、奨励金は融資と違って返さなくて

もよいお金です。あまり苦労しないで頂ける

ならば貰って損はありません。

定年齢の引上げで１０万円～１６０万円

定年齢の引上げや継続雇用制度の導入した

会社に１０～１６０万円を支給する制度が、

「中小企業定年引き上げ等奨励金」です。

高齢者の活用は今後の会社経営において重

みを増し、定年の延長や継続雇用制度は避け

て通れません。法制度もそれを後押しします。

それならば、この機会に先取りして多少なり

とも支給金を受けとることはメリットある選

択です。

ポイントは導入前と導入後の改善巾

この制度では、会社の規模や制度の導入前

と導入後の改善巾によって支給額が決められ

ます。支給を受けるためには、

1. 導入前の状態を評価します

2. 会社にあった勤務体系の青写真をつく

り、必要ならばこれに合わせて就業規

則等を改正します

3. 申請します

導入前の状態の評価は大切です。特に未だ

就業規則等で定年を規定していない会社にと

っては、就業規則等の制定から始めることに

なります。１０名未満の会社は就業規則か、

それに代わる文書を作ることになります。こ

こで作成する就業規則等が導入前の状態にな

ります。つまり、就業規則等がない会社は、

導入前の状態を一度作り、一年間以上運用し

た後に再度定年引き上げの就業規則等を作っ

て支給の申請をすることになります。

導入前は６０歳～６４歳の定年の定めを

もう一点付け加えます。

導入前に「６０歳以上６４歳以下の定年の

定めをしている」状態が一番支給額を多くす

ることが出来ます。これから就業規則等を制

定するときには、まずこの点を押さえて下さ

い。次に高齢法（高年齢者の雇用の安定等に

関する法律）の第８条と第９条の遵守が求め

られます。具体的には平成２２年３月末まで

は６３歳以上、平成２５年３月末までは６４

才以上を基準とする継続雇用制度があること

が求められています。これから導入前の規則

を作る場合には、６４歳までの定年制度か継

続雇用制度が必要になります。

すでに、定年制度や雇用継続制度を導入し

てある会社は、新しい制度を導入してから一

年以内に支給申請をすることが必要です。

就業規則は社員に周知を

この制度で支給を申請しますと、就業規則

の周知状況の現地調査があるようです。社員

が就業規則に対してあまりにも無知であった

り、制定してあることも知らなかったりする

と支給が却下されることがあります。この制

度に限らず、就業規則の周知は必須です。

本事務所通信は事務所の顧客さま、名刺交
換をさせていただいた方、ＦＡＸ番号を教え
頂いた会社へお送りしております。不要の方
はお手数ですがメール、ＦＡＸ、電話等でそ
の旨をご連絡下さいますようお願い申し上
げます。

社会保険労務士 丸山事務所では、

「助成金等の申請代行」を承って
います。

料金は概ね支給額の１０％です。

社会保険労務士 丸山事務所
〒330-0852
埼玉県さいたま市大宮区大成町 １－５１５
所長   ： 丸山 峰雄
Tel・Fax : 048-654-8103
e-Mail : info@office-maruyama.jp
URL      : http://www.office-maruyama.jp

「企業の発展と、そこで働く人の安全と幸福の実現」
を使命とする
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